
平成２２年度補正予算関連

｢建設企業の連携によるフロンティア事業｣

と建設業への金融対策の強化に関する説明会

～地域を支える建設業を応援します～

【主 催】 国土交通省 北陸地方整備局
【日 時】 平成２３年１月１３日（木） １４：００ ～ １６：００
【会 場】 新潟県建設会館 ５階会議室

新潟市中央区新光町７－５ TEL 025-285-7111

【定 員】 １００名（ お早めにお申し込みください ）
【対 象】 建設業許可業者等
【申込方法】 参加申込書に所定事項をご記入の上、ＦＡＸにてお申込みください。
【内 容】
１．「下請債権保全支援事業」と「地域建設業経営強化融資制度」

の拡充と延長に関する説明 １４：００～１４：３０

説明者 国土交通省 総合政策局 建設市場整備課 担当官

２．「建設企業の連携によるフロンティア事業」に関する説明 １４：３０～１５：１０

説明者 国土交通省 総合政策局 建設市場整備課 担当官

３．フロンティア事業個別相談 １５：１０～１６：００ ※原則 事前予約制

相談応対者 国土交通本省、（財）建設業振興基金、北陸地方整備局の担当官

フロンティア事業について、ご相談をお受けします。

また、当日は、建設業経営支援アドバイザー(中小企業診断士、社労士他)により、様々な経営課題についても相談を

お受けいたします。ただし、特定の相談分野・相談内容への申込が集中した場合には、日を改めての個別相談とさせて

いただくことがありますので、予めご了承願います。

【会場案内】 【問い合わせ先】
国土交通省 北陸地方整備局

建政部 計画・建設産業課 課 長 補 佐 山田

経営支援係長 中山

TEL：０２５－３７０－６５７１

FAX：０２５－２８０－８７４６

※無料駐車場（８０台程度）はございますが、数に限りがありますので県庁行きバスなど公共交通機関をご利用ください。

国土交通省では、地域の建設企業が連携強化と技能者雇用により、維持管理、エコ、耐震、リフォーム等の成長

が見込まれる分野での市場開拓を図る事業を支援するため、平成２２年度補正予算に基づき建設企業の連携によ

るフロンティア事業（以下「フロンティア事業」という。）を実施します。同事業の公募お知らせ、募集要領について

は、国土交通本省ホームページ（http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo14_hh_000180.html）をご覧ください。

また、建設業の資金繰りを支える金融支援対策として、平成２３年３月末までを措置期間に制度化していた「下請

債権保全支援事業」（平成２２年３月開始）と「地域建設業経営強化融資制度」（平成２０年１１月開始）の支援内容を

拡充し、平成２４年３月末まで期限延長します。

国土交通省北陸地方整備局では、これらの事業内容について建設業許可業者等の皆様にお知らせするための

説明会を開催しますので、是非ご参加ください。説明会及び個別相談のいずれも無料です。

http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo14_hh_000180.html


◇◆「建設企業の連携によるフロンティア事業｣と

建設業への金融対策の強化に関する説明会◆◇

参 加 申 込 書

申込期限：平成23年1月6日（木）

申 込 先：北陸地方整備局 建政部 経営支援係 行（ ＦＡＸ 025-280-8746 ）

事 業 所 名

許可行政庁
北陸地方整備局 ・ 新潟県 ・ 富山県 ・ 石川県

その他（ ） ※○印を付けてください。

所 在 地

Ｔ Ｅ Ｌ Ｆ Ａ Ｘ

役 職

役 職

役 職

参加者氏名

国土交通省のフロンティア事業に関する相談のほか、環境ビジネス参入や様々な経営課題

に関する相談もお受けします。ご希望の方は、相談分野・内容に○を付け、相談概要をご記

入ください。秘密は厳守されます。

＜相談分野・相談内容＞

【国土交通本省、（財）建設業振興基金、北陸地方整備局 対応】※１相談１０分程度

１．フロンティア事業

【建設業経営支援アドバイザー 対応】※１相談１時間程度

１．経営全般 ２．財務・資金調達 ３．人事・労務・人材育成

４．組織再編 ５．公的支援制度

６．新分野進出（農業・林業・環境・観光・介護・その他） ７．その他

＜相談概要＞

個 別 相 談

① 当日ご相談に対応させていただくアドバイザーや相談時間については、貴社のご相談内容を拝見させていただいた

上で個別にご連絡いたします。ただし、特定の相談分野・相談内容への申込が集中した場合には、日を改めての個

別相談とさせていただくことがありますので、予めご了承願います。

② 受講票はお出ししません。定員超過によりお受けできない場合に限りご連絡いたします。

③ 定員に達しない場合でも、上記申込期限１月６日（木）に受付を終了とさせていただきます。

※ご記入頂いた情報は、本説明会主催者からの各種連絡・情報提供のために利用するほか、説明会参加者の実態調査・分析のために利用することがあります。


